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日本国憲法 名前

問1 国会が「国の唯一の立法機関」であるという原則についての説明として、正しいものを選んでください。 （2024年 山形県公立入試 類似）

1. 都道府県や市町村が条例を制定す
る際、その都度国会の承認を得なけ
ればならないこと

2. 最高裁判所が違憲審査を行う対象
から、国会が制定した法律を除外す
ること

3. 内閣が提出した議案を審議するこ
となく、国会が独自に作成した案の
みを法律にすること

4. 国会以外の機関が、国会の関与な
しに法律を制定することは原則とし
て認められないということ

問2 日本国憲法では、天皇が行う国事行為について「内閣の助言と承認」が必要であると定められている。この仕組みが採用されている理由や責任
の所在についての説明として、最も適切なものはどれか。 （2021年 北海道公立入試 類似）

1. 天皇は政治に関する権能を持たず
、内閣が実質的な決定権を持つこと
で、民主主義的な統制を図り、内閣
がその責任を負うため。

2. 天皇が主権者として国政の最高責
任を負うため、実務を担う国会が同
意を与え、内閣はその補助的な役割
を果たすため。

3. 国会が天皇を指名することで国事
行為に正当性を与え、万が一誤りが
あった場合には国会がそのすべての
責任を負うため。

4. 内閣総理大臣が天皇を指名して国
事行為を行わせることで、立法権と
行政権を分離し、天皇が独自の判断
で責任を負うため。

問3 日本国憲法が国家の最高法規であることに鑑み、その内容を変更する手続きは法律の制定よりも厳格に定められています。国会が国民に対して
憲法改正の案を提案する「発議」を行うために必要な条件として、正しい説明を選びなさい。 （2020年 香川県公立入試 類似）

1. 衆議院で総議員の三分の二以上、
参議院で総議員の過半数の賛成が必
要である

2. 衆議院と参議院の両議院において
、それぞれ出席議員の三分の二以上
の賛成が必要である

3. 衆議院と参議院の総議員を合わせ
た総数の三分の二以上の賛成が必要
である

4. 衆議院と参議院の両議院において
、それぞれ総議員の三分の二以上の
賛成が必要である

問4 内閣の職務には様々なものがありますが、天皇の国事行為との関わりにおいて、内閣が行うべき仕事として適切なものはどれですか。 （2022年

奈良県公立入試 類似）

1. 内閣が締結した条約に対して、天
皇から事前に承認を得る

2. 国会が指名した最高裁判所長官を
、内閣が直接任命する

3. 天皇に代わって、国会に対して憲
法改正の発議を行う

4. 天皇が行う国事行為に対して、助
言と承認を与える

問5 社会権の一つである「生存権」について、日本国憲法第25条第1項で規定されている内容の説明として、最も適切なものを選びなさい。 （2024年

石川県公立入試 類似）

1. すべて国民は、法律の定めるとこ
ろにより、その能力に応じて、等し
く教育を受ける権利を有する。

2. すべて国民は、勤労の権利を有し
、義務を負う。

3. すべて国民は、健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を有する。

4. 労働者の団結する権利及び団体交
渉その他の団体行動をする権利は、
これを保障する。

問6 沿岸から200海里までの範囲に設定される排他的経済水域において、沿岸国に認められている権利の説明として最も適切なものはどれですか。
（2017年 神奈川県公立入試 類似）

1. 沿岸から12海里以内の領海と全く
同じ範囲の主権を行使する権利

2. 漁業資源や海底資源の調査、およ
びそれらを利用する権利

3. 他国の船舶の通行や航空機の上空
飛行を全面的に禁止する権利

4. 他国の経済活動を制限し、自国の
軍事拠点としてのみ利用する権利

問7 「法の支配」という考え方における、政府・法・国民の三者の関係性を説明した文として、最も適切なものはどれか。 （2023年 栃木県公立入試 類似）

1. 法は国民のみを縛るルールであり
、政府は法に縛られることなく国民
の安全を守るために行動する。

2. 国民が最上位に位置し、法を介す
ることなく政府に対して直接的に命
令を下し、政治を行わせる。

3. 最上位にある法が政府の活動を制
限し、政府はその法に基づいて国民
に対し政治権力を行使する。

4. 最上位にある政府が法を自由に作
成し、その法を用いて国民を効率的
に統治する。

問8 政治を行う権力（政府）の行動を法によって制限し、権力の恣意的な行使を防ぐことで国民の権利と自由を守るという考え方を何といいますか
。 （2018年 佐賀県公立入試 類似）

1. 権力の分立 2. 人の支配 3. 法の支配 4. 法治主義

問9 日本国憲法において、天皇は「日本国の象徴であり日本国民統合の象徴」と定められ、国政に関する権能を有しないとされています。天皇が行
う形式的・儀礼的な行為である「国事行為」が行われる際、その内容に対して内閣が行うべき関与と責任について、正しい説明を選びなさい。
（2022年 奈良県公立入試 類似）

1. 内閣が事前に許可を与え、その行
為に関する責任は天皇が負う

2. 内閣が助言と承認を行い、その行
為に関する責任を負う

3. 最高裁判所が適法性を審査し、そ
の行為に関する責任は国民が負う

4. 国会が事後承認を行い、その行為
に関する責任は内閣が負う

問10 「一票の格差」が日本国憲法に違反する可能性があるとして、最高裁判所で争われることがあります。この問題の本質的な理由として、最も適
切な説明はどれですか。 （2024年 石川県公立入試 類似）

1. 若者の投票率が他の世代と比べて
著しく低いため、政治に反映される
意見が世代間で不平等になってしま
うため。

2. 比例代表制において、政党の得票
数と獲得議席数の割合が一致しない
ことがあり、民意が正しく反映され
ないため。

3. 選挙区の面積が広すぎる地域では
、候補者が十分に活動できず、有権
者が情報を得る機会に格差が生まれ
るため。

4. 選挙区ごとの有権者数の違いによ
って、国民が持つ一票の影響力に差
が生じ、憲法が保障する法の下の平
等に反するため。

問11 日本国憲法第9条において戦力の不保持が定められているにもかかわらず、政府が自衛隊の存在を憲法に違反しないと説明する際の根拠として、
最も適切なものはどれですか。 （2016年 香川県公立入試 類似）

1. 他国から攻撃を受けた場合に限り
、憲法第9条の規定は一時的に停止さ
れる

2. 国民の多くが自衛隊の活動を支持
しているため、憲法の規定を超えて
認められる

3. 戦力の不保持とは攻撃的な兵器の
みを指し、防衛用の兵器は含まれな
い

4. 自衛隊は自衛のための必要最小限
度の実力であり、憲法で禁じられた
戦力にはあたらない

問12 日本国憲法における「平和主義」の具体的な内容として、憲法第9条で定められている事柄の組み合わせとして正しいものはどれか。 （2023年

青森県公立入試 類似）

1. 戦争の放棄・戦力の不保持・交戦
権の否認

2. 核兵器の禁止・戦力の保持・交戦
権の否認

3. 戦争の放棄・徴兵制の維持・交戦
権の容認

4. 非核三原則・戦力の不保持・国権
の発動

問13 日本国憲法における「国民主権」についての説明として、最も適切なものはどれですか。 （2016年 北海道公立入試 類似）

1. 国の政治のあり方を最終的に決定
する力は国民にある。

2. 天皇は日本国の象徴であり政治を
行う権限を持つ。

3. 個人の権利は生まれながらにして
持っている永久の権利である。

4. 国際紛争を解決する手段としての
武力の行使を永久に放棄する。


